
さいたま市相談支援充実・強化事業　経過報告

１．目的

１）支援課と生活支援センターが中心となり，社会とのつながりがなく地域で孤立している障害のある人や家族の実態を把握する

２）事業を通して，さいたま市で不足している社会資源や支援体制の課題を明らかにし，支援課と生活支援センターとの連携の質を高め，障害のある人の安心な地域生活を保障する支援体制をつくる

２．事業の取り組み

１）各区支援課，生活支援センターから，支援につながらず訪問支援の必要性があると思われる事例を挙げる．

２）10区で147人がリストアップされ，その中から訪問支援の事例を各区1事例選定し，訪問活動を進める．

３）147人のデータを集約し分析作業を進める．

対象者：西区（6），北区（22），大宮区（22），見沼区（11），中央区（6），桜区（25），浦和区（5），緑区（29），南区（９），岩槻区（12）　計147事例
＊リストアップの仕方には特に基準を設けず，各区で支援につながらず気になっているケースをすべてあげた区，支援になかなか結びつかない困難なケースとしてあげた区もあり，件数には差異がある．
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図２：年齢別

３．147事例から見えてきた課題

（単位：人）
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１）事例から読み取れること

・年齢：30代が全体３割．家族が中心に支えており，家族の介護力が低下してくることによって，問題が顕在化してくると考えられる．10代は特別支援学校卒または中退後，自宅中心の生活を送っている人が多い（図２）．

・世帯構成：単身世帯は32人（22％），親兄弟と同居している場合が多い（図３）．

・障害別：精神障害の割合が多く全体の５割以上を占め，医療中断や未受診など精神科医療の課題も大きいと思われる（図４）．

・所得別：課税世帯は70人（48％），非課税世帯は43人（29％），生活保護16人（11％）不明18人（12％）．経済的な課題が生じることで支援につながる傾向がある．

・教育の状況：特別支援学校卒22人（15％），普通中学校卒23人（16％），普通高校卒25人（17％）が多く，中学卒の多くは不登校などから高校中退した人が多くみられた．また，不明が49人（33％）と多く，十分な把握ができていない事例が多い．

・就労経験：就労経験のある人は72人（49％）と多く，仕事を辞めてしまったことで，その後支援につながらず自宅での生活を送る傾向にある．

・社会資源利用：これまで何らかの社会資源につながっていた人が99人（67％）だが，つながりが継続しなくなり，自宅中心の生活となった人が多い．

２）課題として考えられること

1 精神科医療の課題　39件

· 本人が服薬や治療を拒否，未治療のままであったり，家族が薬とりにいきながらどうにか治療につながっていたり，その多くが自宅中心の生活を長年続けている．中には，家族が病気への理解が充分でないことから，治療が継続しにくい場合もある．

· 発症から精神科受診につながるまでに時間がかかっていることが多く，適切な医療機関の関わりがなかったことで，医療に拒否的となり，結果障害や疾病が重度化し，主に家族が本人を支える生活になりやすい．

2 教育の課題　16件

· 不登校，いじめの体験にあっている人が多く，高校中退や学校卒業後に適切な支援につながらないまま途切れてしまう．

3 就労の課題　19件

· 養護学校卒業後に一般企業での仕事がうまくいかず，退職を経験した後支援が途切れる．

· 職場や学校での傷ついた体験，失敗体験が積み重なり，支援を拒否している．

· 離職後福祉的な支援につながりにくい．作業所などは給料が安いなど，働く意欲をもてない人も多く，支援につながりにくい．

· 一般就労か，作業所などの福祉的就労かの選択しかなく，「働く」支援のバリエーションが少ない．

4 社会資源の課題　38件

· 施設退所時の連携システムがないため，そのまま在宅生活となり支援が届かなくなる．

· 自立支援法，契約制度の影響があり，利用者負担の影響でお金がかかるので利用しないという人も出てきている．

· 本人が選択できるだけの社会資源が整備されていない．本人の希望にあう施設や福祉サービスが不足している．

· 家族の支援に依拠せず安心して暮らし，働くことを支えるための社会資源が不足している．
5 その他の課題　35件　

· 家族の障害理解や受容への支援がなかったため，支援に拒否的だったり，支援の必要性を感じられなかったり，結果在宅中心での生活になる人もいる．

· 支援課や生活支援センターが状況を把握しながらも，具体的な検討や支援の動きにつながらず，待ちの姿勢になってしまうため，問題が潜在化してしまう．

· 入院や入所によって支援が途切れてしまう．制度上の課題として，自ら申請しないと福祉サービスが利用できないため，退所後に支援が終了すると後追いするシステムがないため，支援が途切れやすくなる．

４．訪問支援活動を進めた10事例と見えてきた課題

１）10事例の概要と訪問支援の状況　　表１参照
　・性別；男性６人　女性４人

　・障害別；知的障害６人　精神障害３人　重複障害１人

　・生活形態；家族同居７人　単身３人

　・最終学歴；中学卒２人　高校卒１人　特別支援学校卒３人　専門学校卒１人　

不明２人　高校中退・フリースクール中退・大学休学中１人

　・社会資源利用歴；なし３人　

２）事例から見えてきた課題

①複数の課題を抱えている世帯へ本人・家族双方への支援が必要

· 親が知的障害または疑いがある人もおり，支援が必要でも訴える力が弱く，地域で孤立した状況になりやすい．

· 親が高齢，精神疾患がある中，「家族が支援しなくては」という思いから支援につながるきっかけを得られないまま，家族が主になって支えている．

②障害が重度化，疾病が重症化する前に支援が届く仕組み

· 医療中断，服薬中断によって病状悪化や問題行動に発展．それによって近隣とのトラブル，家族との関係も悪化し，福祉サービス利用も難しくなっている．

· 職場での対人関係や仕事内容に適応できず退職．その後，自宅にひきこもりがちになり，精神状態が悪化するという悪循環となっている．

　③精神科医療機関と連携，医療継続のための支援

· 治療の必要性が本人に認識されにくく，また親が治療に拒否的なことによっても治療が継続されない．知的障害があり精神状態が悪化しても受診につながりにくく，状態が悪化している．

　④教育機関における障害の理解，啓発の取り組みが必要

· 学校に適応できない，いじめに合うなどの状況がおきているが，障害のことを親，本人，教員が知る機会がないことで，必要な支援や治療につながる機会がなかった．

　　　　⑤働く体験を通して自信が得られ，生活できる所得を得るという仕事のあり方と支援

· 就労経験があるものの，就労先での対人関係や仕事内容に適応ができないなどの課題を抱え，問題が解決されないまま退職．その後，自宅にひきこもりがちになり，問題行動へ発展して生活も不安定となる．


　　　　　　　　　　・必要な時期に必要な支援が受けられるようにする

・継続した支援が受けられるようにする

３）課題を改善するための取り組み（提案）

　①　多職種によるサポートチームを整備する

・世帯に複数の課題があることも多く，世帯全体を視野に入れ，多職種によるサポートチームを整備し，必要に応じて訪問支援にも対応できる支援態勢をつくる．


・保健師，心理士，栄養士，精神保健福祉士，社会福祉士といった専門職の他に，新たに家族支援専門員やピアサポーターの起用を検討し，本人だけでなく，家族にも支援が届くようなサポート体制をつくる．

・世帯の状況や抱える課題によって，チーム構成員は柔軟に編成する．

・チームの拠点は，どの機関に整備するかは検討が必要．

②　地区ごとの見守り支援会議を設置

・地域の状況を関係者が把握し，きめ細かな支援が行われるように，地区ごとに見守り支援会議を定期的に開催．


・支援課，生活支援センターが中心となり，保健センター，保健所，医療機関，地域包括支援センター，地区社協などが機関として参加．ケースによっては具体的な支援計画を検討し，チームで支援を開始する．

・精神疾患の治療が必要な人へ医療継続を支援するためにも，支援課が自立支援医療手続きや更新の際に，生活状況，受診状況などの聞き取りを必ず行う．

・支援課は，現在地区担当制だが，市民からの求めがないと支援を提供することが難しい．そのため，すべての障害のある人やその家族に担当ワーカーを配置し，１年に１回は訪問して世帯の生活状況，受診状況などを把握する．

＊見守り支援会議は，サービス調整会議を発展させるのか，保健センターのインテークＣＣを組み変えるか検討する必要がある

③　制度を補完・補強するためのセーフティネットをつくる

・いつでもだれでも利用できる地域のサロン機能（たまり場）を整備．

・子どもから高齢者まで，あらゆる世代の人たちが利用でき，手帳の有無に関係なく行き場を求めている人たちを対象として，利用できる場づくり．

・障害のある人だけでなく，家族も安心して立ち寄れる場として，そこからつながりをつくることも可能となる仕組みにする．

　④　精神疾患と障害についての理解を深めるための啓発活動を進める

　　　　　　　・学齢期から適切な支援（医療）につながるよう，家族（親），教員，生徒を対象として，

精神疾患と障害についての理解を深める機会をつくる．


　・さいたま市教育委員会と連携し出張講座の開催．少年サポートセンターや子ども精神
保健相談室と連携して，相談先や相談方法などを周知して家族，教員への精神保健，
障害理解を図る．

　　・地域の支援機関と学校との連携を図る．学校から地域の支援機関につながるルートを

確保し，担当窓口の設置，特別支援コーディネーターの役割の見直しを進める．

・教員と地域の支援機関との事例を協議する場を設置．特に，世帯に困難がある事例に

ついて支援会議を開催する．

　＊上記のことは，既に各機関で行われている講習会や講座，研修プログラムを整理し，また，現在行われている学校と地域支援機関との連携の実態を明らかにし，整理してから進める．

　⑤重症化，重度化する前に支援が届く予防的な仕組みを再構築する

・現在の福祉サービスは，自ら相談につながらない限り，支援者が不在のままになってしまう．保健所は，警察官通報や措置入院などの問題が大きくなってから介入することが多く，予防的な観点で，支援が必要な時期に必要な医療やサポートにつながる仕組みが必要．各区保健センターも地区担当制になっているが，地区診断を役割とする保健師活動を再検討し，障害が重度化する前に支援を届ける仕組みを再構築する必要がある．

＊就労支援の課題については，一般就労か福祉的就労かの選択しかなく，障害のある人の解雇や離職せざるを得ない状況の実態把握なども含め，支援のあり方を検討する必要がある．
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